
 

 

 

 

 

 

 

 

大阪府域内陸直下型地震（上町断層帯地震）に対する建築設計用地震動
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「大阪府域内陸直下型地震に対する建築設計用地震動および設計法に関する研究会」2010 年成果 

 

平成 7 年の兵庫県南部地震は，内陸直下型地震動に対して，その特性に応じた対策が必要である

ことを強く印象づけた．大阪市はその直後，市施設のために平成 9 年に上町断層帯の地震動を対象

とした先駆的な震災対策技術指針を取りまとめた 1)，2)．その成果は民間建築物においても「極めて

稀に発生する地震」の設計用サイト地震動として高層建築物等の設計に広く活用されてきた．  

 

その後 10 年を経る間に活断層調査や地震動観測記録の充実，(独)産業技術総合研究所，内

閣府中央防災会議等から活断層予測地震動が公表されるようになった．また民間でも各社が自

主的に予測波を作成する場合もあった．さらに大阪府・市でも近年の研究成果を取り入れて活

断層地震動を予測し地震被害想定 3）を行っている．地震調査推進本部 4）によると上町断層帯

地震の平均発生間隔は 8,000 年と言われ，今後 30 年間の発生確率は 2～3%で活断層では高い

部類に入っている．予測地震動は一度に動く断層の大きさや、地震発生シナリオなどによりそ

の強さに大きな幅があり，いまだ確定的に定められる状態ではないが，平成 9 年度の予測波や

法で規定する建築設計用地震動を上回る予測地震動が含まれている． 

 

このような状況下で(社)日本建築構造技術者協会関西支部を事務局として設計実務者を中心と

した 59 社(2011/7/6 現在)が集まり，大阪府下において法規定を超える可能性のある内陸直下型

地震動に対して，如何に設計するかを研究する会を立ち上げ，関西の大学研究者からの意見を

受けながら，研究を続けてきた．今回，1 年半の期間をかけて上町断層帯地震動に対する大阪

市域に関する研究成果をまとめた．  

提案する設計法は（1）60m を超える建物や免震建物のように時刻歴応答解析により設計す

る建物を対象とする．（2）大阪市域を 6 ゾーンに分割し，それぞれのゾーンについて現行の設

計レベル(レベル２)を上回る 3 段階レベル（3A，3B，3C）の設計用地震動を示す．現行のレベ

ル２地震動と比べて 3A では 1.2 倍、3B では 1.5 倍、3C では 1.8 倍程度になり，気象庁震度階

では震度７におよぶものである．（3）建物は従来の設計制限値を超えた領域まで考えて，新た

に限界状態Ⅰ，Ⅱの２段階の設計目標値を定めた．限界状態Ⅰは中破程度を、限界状態Ⅱは倒

壊しないことを目標に設計する．これらは既存建物のチェックにも適用できる．（4）設計者は

建築主と協議して３段階の設計地震動のレベルおよび２段階の設計制限値のなかから耐震グ

レードを定める性能設計を行う．研究会は新築建物に対して地震動レベル 3B に対して限界状

態Ⅰを設計目標とするグレードⅡを推奨する．（5）耐震グレードにより建設コストは上昇する．

その程度は建物により異なるが，整形な建物ではグレードⅡの場合で，全体コストが 1～5％

程度上昇する．（6）現時点では研究で確認すべき領域まで踏み込んでいるため，安全側に過ぎ

る扱いも含まれているが，研究の進展に応じて見直していく． 

 

今回、未曽有の東日本大震災を経験し，日本の国土が如何に自然の容赦ない振る舞いに晒されて

いるかを痛感した．このような状況下で，大阪府域内陸直下型地震がどのような規模で襲ってくる

かは，未だ全く確定的ではないなかではあるが，我々，民間の設計者が自主的にその危険性に対峙

し設計法を取りまとめ，法に沿った設計に加えて，「より安全安心を目指して」社会全体で耐震設

計を考える魁としたい。 
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（補足１．）長周期地震との関連について 

東北地方太平洋沖地震や東海、東南海、南海地震動は海溝型地震，いわゆる長周期地震であり、

上町断層地震とは地震動の性質が大きく異なる． 

海溝型地震（長周期地震）は平均発生間隔 100 年～150 年程度で，今後 30 年以内に発生する確率

は 50％～70％程度である．また過去の地震記録も多く予測の信頼度は高い．それに比べ上町断層地

震は平均発生間隔 8000 年，今後 30 年間の発生確率は 2～3%である．活断層では高い部類に入って

いるが，過去の地震データは不足しており予想の信頼度は低い部類に入っている． 

また海溝型地震はマグニチュード 8 を超え，今回のように９にまで至り,長い間地震動が続く．

上町断層地震動の予想ではマグニチュード 7.5 程度でパルス的に短時間の揺れである． 

このように海溝型地震動と内陸直下型地震動ではその性質は大きく違う．特に発生間隔，発生確

率ともに海溝型と比べ１桁以上低く，その予測の信頼度も低い．地震調査推進本部の予想も，研

究調査が進展するのにつれて変わっており，最近では琵琶湖西岸断層の発生確率は大きく減少

し,中央構造線断層は逆に大きく増加した． 

 このように海溝型に比べてその逼迫性は低いと言えるが，我々は油断することなく，また慌てる

ことなく，分からないことは多いが，できることから着々とその準備を冷静に進めるべきと考える． 

 

（補足 2.）推奨グレードを選択した理由 

残念ながら現在の技術レベルでは，予想の最大級の地震動で建築を設計することは日常生活での

機能性を損ない，経済的には大きな負担を強いることになる．推奨グレードで設計しておけばレベ

ル 3C の地震が生じても限界状態Ⅱには至らない可能性が高いと判断しこのグレードを推奨した．レ

ベル 3C でも最悪のケースをカバーしているわけではないが，危険予想の確実度と対策の影響度を比

較し,実現可能な判断をした．勿論，このグレードでは経済的な投資は今までよりも上昇する．社会

がこれを認めるかどうかは今後の問題である．時間が掛るとは感じている． 

 

(補足 3．) 既存建物について 

今回の地震動は法以上の＋αを述べている．長周期地震に比べると逼迫性は低いので慌てる

ことはない．科学技術の進歩で安心を求める考え方が変わっていくことは寿命の長い建築物で

はある程度止むを得ない．建設当時の法に適合していれば良いとする考えもあるが、新しい知

見にどう適合させていくか社会全体の問題である． 

どのレベルの地震動をターゲットとするか、補強が必要な場合、どのような補強が合理的か、と

いった大きな課題は、建物個別の事情により異なり、さらに時間をかけて研究すべきと考えている。 

大規模改修や長周期地震対応などの際に一緒に対処を考えるのも一つの方法である．より安

心に近づけるように考えてほしい． 

 

(補足 4．) 低層の建物について 

 低層の建物では地震動の大きさと被害の状況が必ずしも一致してない．さまざまな理由が考

えられているが，いまだ明確ではなく研究課題である．それに比べて高層の長周期建物では比

較的，時刻歴応答解析により観測された状態を評価できる．これにより適用建物の範囲を時刻

歴応答解析により設計する建物と決めている． 

ただし、今回の予測波は低層建物の短周期領域では現状の法で規定するレベルと概ね等しい
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レベルと言える．兵庫県南部地震の経験からいえば，現行規定を満足する低層建物が大破・倒

壊する可能性は低いと言える． 

 

（補足 5．）法的な扱い 

 建築基準法で規定する範囲を超えた＋αの扱いである．  

 

（補足 6．）今後の予定 

 大阪府下で残り 26 ゾーンについて他の断層地震動（生駒、有馬高槻、中央構造線）を含ん

で設計用地震動を設定する．また建物の設計法についても不備な内容をブラッシュアップして

いく． 

 

 この研究会の成果を活かして，いたずらに騒ぐことなく，冷静に着々と我々のできることを進

めたいと考える． 

最後に、今回の地震で亡くなられた方々へ哀悼の意を表します． 
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